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Current status and issues related to strengthening of competitiveness 


































































































 ＊ なお， 2.1　「食料・農業・農村基本計画（平成27年度～ 32年度）」 においては，「食料・農業・
農村基本計画」を「基本計画」と省略して記述する。その折，その策定年を丸括弧で示す。こ
れと同様に， 3.2　「土地改良長期計画（平成28年度～ 32年度）」の内容 においては，「土地改
良長期計画」を「長期計画」と省略して記述する。その折その策定年を丸括弧で示す。 
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 3.2　「土地改良長期計画（平成28年度～ 32年度）」の内容 
































































































 　上記内容（本稿4 ― 1（1）～（4））を前提とした上で，農業経営の法人化促進への課題につき私
見を述べたい。上記内容に共通する問題として，財務諸表や経営状況の把握などについて農業従
事者側の認識が甘いことが指摘できる。たしかに，農業従事者は，個人であれ法人であれ，農業
経営を支援する主体として政府および農協を想定していたため，公的な支援を想定していた反面，
民間金融機関を事業パートナーとして認識することが稀であったので，その対応に遅れが生じて
いたことは否めない。 
 　また，民間金融機関の側からは，農地の権利移転規制および転用規制が厳格であるため，すな
わち土地開発自由が厳しく制限されているため開発価値に依拠した土地担保評価手法に依拠する
限り，担保としての魅力に乏しいことから，農業事業者への融資に消極的であったこともやむを
えなかったと思われる。 
 　たしかに，農地所有適格法人は，農業経営それ自体については，今後も，政府や農協と連携し
続けると予想されるが，農産物流通や設備投資については，農協のみならず民間金融機関の連携
を模索するとも予想されるので，農協と民間金融機関がどれだけ農業者に有利な提案ができるか
が鍵となると思われる。 
 　最後に，農業経営の法人化は，より進行すると考えられるが，その反面，個人経営ないし家族
経営の経営形態も併存すると思われる。農業経営の法人化の原因として，第1に，後継者不足を
解消することや，第2に，事業規模拡張を目指すことが想定できる。しかし，農業経営の法人化
が後継者不足問題を解消する切り札になりうるかについて疑問抱かざるを得ないし，わが国にお
いて金融機関から資金を大量に調達してまで事業規模拡張を目指す事業者が多く存在するとも考
えられない。このように考察すれば，農地取得適格法人の規模は，個人経営ないし家族経営の規
23）　中野誠「『農業分野』への金融機関の支援のポイント～地域農業の将来に向けて～」銀行法務21（2017
年）30頁。中野誠氏は，栃木銀行法人部地域創生室に所属している。
24）　中野・前出注（23）33頁。
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模や認定農業者の規模と比較して，巨大なものとなりうるか疑問がある。 
 4.2　農地の集約化への課題 
 　農地の集約化への課題について，私見を述べたい。わが国の農業法制度を考察するとき，常に
その中心的かつ典型的な例として想定されているのは，米を中心とする穀物生産農家であろう。
たしかに，前述した土地改良事業は，米を中心とした穀物生産農家にとって，効率のよい農地や
農業施設基盤を創出することを目標としていた。今後とも，土地改良事業は，その重要性および
存在意義を持ち続けるであろう。ただ，農地中間管理事業については，課題が山積しているよう
に思われる。なぜなら，農地中間管理機構が引き受ける農地には，たしかに，優良な農地である
が後継者がいないのでやむなく農地中間管理機構に委ねられた事例もありうるが，農地としての
価値が乏しい耕作放棄地が農地中間管理機構に委ねられる事例も多い。今後は，土地改良区と農
地中間管理機構が連携して，耕作放棄地の解消に努めることとなっているが，耕作放棄地の再耕
作に必要なコストをどのように配分するかは重要な問題となりうるだろう。 
 追記 
 　2017年3月8日，本学総合研究所主催の第48回教員合同研究会（名古屋学院大学）において，
「『食料・農業・農村基本計画（平成27年策定）』から見える農業改革の課題」の題目で，研究報
告をする機会に恵まれ，先生方から様々な意見を賜った。この場をお借りして，厚く御礼申し上
げます。本稿は，その研究報告内容を補正したものである。 
 
